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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  2,334,460  1,887,296  729,193  494,369  663,734  -  188,084 259,080 

1 R3 単 － 庁舎等感染
症対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 20,000 20,000 20,000 

①庁舎施設及び所管施設における新型コロナウイルス感染症
予防対策に必要な消耗品や備品を配備し、施設内における感
染防止を図る。
②消毒液・ペーパータオル等の感染予防対策物品及びサーマ
ルカメラの購入費用。
③消耗品費 19,721千円
　サーマルカメラ（３台）279千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
予算執行割合
【（歳出額÷20,000千円）×100】％
目標値：【95％】

HP R4当初（地）

2 R3 単 －
防災活動支
援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 11,709 11,709 11,709 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、災
害発生時には換気のため避難所の窓を開放する必要があるこ
とから厳冬期には室温の低下が見込まれるが、ブルーヒーター
等では局所的な暖気としかならないため避難者が密集する恐れ
がある。そのため広範囲に対応できる暖房設備が必要となる
が、学校等以外の施設ではジェットヒーターが配備されていない
ことから、台風19号時の避難者数が多い施設を優先とし、新た
にジェットヒーター及びその使用に係る発電機を購入するととも
に、本事業で配備した感染防止対策の防災機材を保管するた
め防災倉庫を設置する。
②ジェットヒーター、発電機、防災倉庫の配備に係る費用。
③ジェットヒーター　20台×182.600＝3,652千円／ 発電機  20台
×121,000円＝2,420千円 ／ 防災倉庫  12× 469,700円＝5,637
千円
合計　11,709千円

－ － － － R4.4 R5.3
ジェットヒーター２０台、発電機２０
台、防災倉庫12基を配備。

HP R4当初（地）

3 R3 単 －
投票所感染
対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,700 2,700 2,700 

①令和４年５月２２日執行予定の石巻市議会議員一般選挙にお
ける感染症対策として必要な物品を購入する
②感染症対策物品の購入費用。
③
・養生シート（土足可とすることで、共用スリッパからの感染を防
止する）　＠5,500円×50巻×1.1＝302,500円
・ラインテープ（受付混雑時の立ち位置指示及び記載台の片側
閉鎖用）　＠3,600円×40本 × 1.1＝158,400円
・アルコールスプレー　＠3,690円×200本×1.1＝811,800円
・マスク　＠1,500円 × 72箱 × 1.1 ＝118,800円　ほか
合計 2,700千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R4.6
消耗品費予算執行割合
【（歳出額÷2,700千円）×100】％
目標値：【95％】

HP、チラシ、新聞広告 R4当初（地）

4 R3 単 －
農業関連施
設衛生環境
改善事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 500 500 500 

①重症化リスクが高い高齢者の利用率が高い河南鹿又農業研
修センターにおいて、現状設備では感染対策として窓換気しか
行えず、十分な対応ができていないことから、効果的な空気の
入替えが可能な空調機の設置により感染対策環境を整備す
る。
②空調機の設置に係る費用。
③空調機設置  1台　　500千円
④地方公共団体（河南鹿又農業研修センター）

－ － － － R4.6 R4.6  空調機を１台設置し、施設利用者
の感染防止を図る。

HP、施設利用者へ掲示物・口頭等
による周知。

R4当初（地）

5 R3 単 －
教育施設等
感染症対策
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,800 1,800 1,800 

①教育委員会事務局及び所管施設における新型コロナウイル
ス感染症予防対策に必要な消耗品を配備し、施設内における
感染防止を図る。
②消毒液・ペーパータオル等の感染予防対策物品の購入費
用。
③消耗品費1,800千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
消耗品費予算執行割合
【（歳出額÷1,800千円）×100】％
目標値：【95％】

HP及び施設内において周知を行
う。

R4当初（地）

6 R3 単 －
体育施設感
染症対策事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,000 1,000 1,000 

①大型パーテーション、Ｃｏ2センサー等を整備することにより、
利用者の感染対策を総合的に促進する。
②サーマルカメラ、アルコールディスペンサー、パーテーション、
CO2センサーの購入費用。
③
総合運動公園 トレーニングセンター ／ 感染症対策備品等購
入
・ドーム型ＡＩサーマルカメラ2台　800千円
・非接触型アルコールディスペンサー2個　20千円
・大型パーテーション5個　120千円
・ＣＯ2センサー3個　60千円
計　1,000千円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3

 ・ドーム型ＡＩサーマルカメラ2台
・非接触型アルコールディスペン
サー2個
・大型パーテーション5個
・ＣＯ2センサー3個

 市HP等で周知する。 R4当初（地）

7 R3 単 －
図書館パ
ワーアップ
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 6,538 6,538 6,538 

①新しい生活様式の中で在宅時の読書環境の充実を図るとと
もに、来客カウンターでの入室人数管理及びサーマルカメラに
よる入館時の円滑な体温確認、温湿度ロガーでの適切な湿度
管理により館内の感染防止対策を講じる。
②図書、カウンター、サーマルカメラ、温湿度ロガーの購入費
用。
③
〇図書購入費　図書 5,000千円 ＋ｸﾘｰﾝﾌｨﾙﾑ 765千円 ＝
5,765千円
〇展示室用来客カウンター55千円×1台×1.1＝ 61千円
〇ドーム型サーマルカメラ　550千円×1台×1.1＝  605千円
〇温湿度ロガー（計測記録機）　13,800円×7個×1.1＝ 107千
円

－ － － － R4.4 R4.12

・蔵書数の500万円分程度増
・クリーンフィルムの購入（購入図
書に装備）
・来客カウンター1台購入
・サーマルカメラ1台購入
・温湿度ロガー７個購入

HP及び館内掲示 R4当初（地）

8 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症対応協
力金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供

体制の強化
○ － 124,684 124,684 124,684 

①新型コロナウイルス感染症に係る診療・検査体制の充実のた
め、受診・相談センターとの連携を図り、帰国者・接触者外来や
診療・検査医療機関としてＰＣＲ検査等に対応している医療機関
に対して協力金を支給する。
また、年末年始の医療体制を充実・周知することで、感染拡大
下での医療の確保を図る。
②医療機関へ支給する協力金及び新聞広告料。
③（１）検査協力分
　・従来基本額
　　　  50千円×12か月×40医療機関＝24,000千円
　・受診相談センター連携分
　　　100千円×12か月×15医療機関＝18,000千円
　　　⇒実績に基づき増額：36,400千円
　・臨時開設分
　　　⇒年末年始の外来に対応する医療機関分：1,360千円
（２）検査実績分
　・　2千円×20/月×12月× 40医療機関＝19,200千円
　　　⇒実績に基づき増額：62,522千円
（３）広告費
　・（石巻かほく775,500円+日日新聞429,000）÷3（2市1町均等
割）＝402千円
合計　124,684千円
④医療機関

－ － － － R4.4 R5.3

（非公表）
〇検査協力医療機関
　　　　　　　40医療機関
〇受診相談センター連携分
　　　　　　　15医療機関
〇検査実績分　40医療機関

HP R4当初（地）

9 R3 単 －
事業復活支
援金（石巻
市版）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 81,498 10,498 10,498 71,000 

①感染症拡大の影響により売り上げが減少した市内の事業者
のうち、国の事業復活支援金に該当するほどの売上高減少が
無く、対象とならない事業者に対し、事業継続支援を目的に支
援金を支給する。
◆対象要件
・国の事業復活支援金の支給対象とならないこと（国：対象月の
売上高が30％以上減少。）
・令和3年11月から令和4年3月までのいずれか1か月の売上高
が2018年から2021年までの同月売上高と比較して20％以上
30％未満減少した事業者
②事業者へ支給する支援金及び事務費等。
③
・平均支給@200千円　×　400事業者　＝　80,000千円
　※上限：個人100千円、法人250千円
・事務費（ 消耗品費、通信運搬費、手数料）　 178千円
・広告料　（石巻かほく、石巻日日、生活情報誌んだっちゃ　合計
8回）　1,320千円
④事業者

－ － － － R4.4 R4.6  400事業者  HP及び広報紙等 R4補正（地）

10 R3 単 －

中小企業等
事業再構築
支援補助金
（石巻市版）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 20,005 20,005 20,005 

①ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応
するため、中小企業等の事業再構築を支援することで、事業者
の支援を図る。
◆対象要件
・国の事業再構築促進事業の対象となっていないこと。
・申請前の６カ月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロ
ナ影響前の同３か月と比較して１０％以上減少している中小企
業等。
②事業者へ支給する補助金及び事務費等。
③
・20者　×　1,000千円　＝　20,000千円（補助率２／３）
・事務費（通信運搬費、手数料） 5千円
④事業者

－ － － － R4.4 R5.3  20事業者  HP及び広報紙等 R4補正（地）

11 R3 単 －
濃厚接触者
生活物資緊
急支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 43,200 43,200 43,200 

①新型コロナウイルス感染症にかかる濃厚接触者のうち、生活
用品の調達が困難な方を対象に緊急的に生活用品等の支援を
行い、感染拡大の防止とともに、生活不安の解消につなげる。
②生活用品の支援に係る費用。
③食料品（ごはん（パック）、レトルト食品、缶詰、飲料水等）と日
用品（手指消毒液、ティッシュ、トイレットペーパー等）：10,000円
程度／１世帯
梱包・配送（置き配）：2,000円程度／１世帯
12,000円　×　20世帯／日　×　180日　＝　43,200千円
④濃厚接触者

－ － － － R4.5 R5.3 3,600世帯（1日当たり20世帯×
180日）

HP及び市報 R4補正（地）

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

12 R3 単 －
スクールサ
ポートスタッ
フ配置事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 36,576 13,776 13,776 22,800 

①学校における教育活動の円滑な実施が図られるよう、校内の
換気・消毒や健康観察のとりまとめ等の新型コロナウイルス感
染症対策を支援するために、市内小中学校にスクールサポート
スタッフを配置する。
②スクールサポートスタッフの配置に係る費用。
③スクールサポートスタッフ配置校（R4.4.1現在）
　小学校29校　中学校11校（小学校2校は県補助対象外）
　　報酬　60,000円　×　40名　×　12月　＝　28,800,000円
　　期末手当　72,000円　×　40名　×　2回　＝　5,760,000円
　　費用弁償　4,200円　×　40名　×　12月　＝　2,016,000円
計36,576千円（　-　県補助金：22,800千円（＝600千円×38校）
＝　交付金充当額：13,776千円）
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3 配置数　40人（40校） HP及び職員名簿への掲載

【職務内容】
　(1)　教室内の換気や
消毒などの感染症予
防対策業務
　(2)　各種資料の印刷
や帳合、健康観察の
取りまとめ作業などの
事務補助
　(3)　児童生徒の分散
登校等に対応するた
めの登校指導支援
　(4)　前３号に掲げる
もののほか、校長が特
に必要と認める業務
【勤務時間】
スクールサポートス
タッフの１週当たりの
勤務日数は５日以内と
し、１週当たりの勤務
時間は２０時間を超え
ない範囲とする。

R4当初（地）

13 R4 単 ○

学校給食賄
材料費物価
高騰対策事
業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 23,535 23,535 23,535 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価高
騰による食材等の値上りに係る財源として交付金を活用するこ
とで、給食費を値上げすることなく、これまでどおり質と量の保た
れた学校給食を提供する。
②幼稚園及び小中学校給食の賄材料費に臨時交付金を充当。
③歳出予算補正額：令和４年度賄材料費当初予算額の4.0％
（消費者物価指数「食料」項目の令和４年４月における前年同月
比物価上昇率）
588,353千円×4％＝23,535千円
④児童・生徒及び保護者

－ － － － R4.4 R5.3 学校給食費（幼稚園240円、小学
校286円、中学校350円）の維持

HP R4補正（地）

14 R4 単 ○

水産加工業
原材料調達
円滑化緊急
対策事業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

30,263 30,263 30,263 

①長期化する新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、ウクラ
イナ情勢による物価高騰の影響を受け原材料が調達困難と
なった水産加工業者への影響緩和のために、国の「水産加工業
原材料調達円滑化緊急対策事業」の給付を受けた事業者に対
して、事業者の負担額の1/2を上乗せ支給する。（上限13,750千
円）
※国の支援2/3（上限55,000千円）、事業者負担1/3
②事業者へ支給する補助金及び事務費等。
③82,500千円×  1事業者×1/6＝13,750千円
　　8,250千円×12事業者×1/6＝16,500千円
　事務費：13千円
合計：30,263千円
④事業者

－ － － － R4.7 R5.4以降
市内の１３事業者への支援を目標
とし、水産加工業者の原材料調達
等の安定化を図る。

HP
水産加工業原材料調
達円滑化緊急対策事
業（水産庁）

支給を令和5年4月以
降に行うため。

R4補正（地）

15 R3 単 －

新型コロナ
安心対策認
証店特別応
援キャン
ペーン
（お食事クー
ポン券）

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 60,230 60,230 60,230 

①新型コロナウイルスの感染拡大により厳しい経営環境となっ
た飲食事業者等を応援するため、市内『みやぎ飲食店コロナ対
策認証店』に認定された飲食店等で利用できる、3割増し食事
クーポン券6,500円分（額面500円の食事券を13枚綴り）を5,000
円で販売する。
②割増に係る費用及び委託費。
③
　割増分　@1,500　×　3万セット　=　45,000千円
　業務委託料　15,230千円
合計：60,230千円
④市民

－ － － － R4.7 R5.3 食事券　3万セット販売
市報
ホームページ
新聞広告

R4補正（地）

16 R3 単 － イベント開催
支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 21,057 21,057 21,057 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴い外出、行動・経済
活動の自粛が続いている状況から徐々に回復傾向に向かって
おり、市内事業者等が実施するイベントの開催経費を補助する
ことにより、イベントの開催による賑わいの創出、交流人口の拡
大による地域経済の立て直しを図る。
上限700千円/１事業（補助率10/10）
②市内事業者が連携して実施する観光物産イベント事業に係る
以下の経費に支給する補助金及び事務費。
・事業実施に必要なスタッフの賃金等（実施事業者等の恒常的
な職員に係るものを除く。）
・消耗品費　・印刷製本費　・燃料費　・通信運搬費　・広告料　・
火災保険料　・使用料及び賃貸料など
③
補助金：700千円×30事業　　=　21,000千円
事務費・通信運搬費：3千円（＠84円×30件）、
　　　　・手数料：4千円（＠110円×30件）、
　　　　・事務用消耗品：50千円
合計：21,057千円
④事業者

－ － － － R4.7 R5.3 補助対象イベント　30回開催
市報
ホームページ
新聞広告

R4補正（地）

17 R4 単 ○
観光関連事
業者経営支
援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 21,468 4,333 4,333 17,135 

①新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言の発出や、
Gotoトラベルの停止、コロナ禍における原油価格・物価高騰に
よる経費の増加により、観光関連産業が大きな影響を受けてい
ることから、市内の中小事業者及び個人事業主を支援すること
で、事業の継続性を確保し雇用の安定を図る。
◆対象要件
　観光関連産業事業者で令和4年1月～令和4年6月のいずれか
の月の売上額が過去３カ年の同月と比較して20％減少している
者
　※基準年（2019年、2020年、2021年）における事業収入が120
万円以上あること
◆支援内容
・宿泊業　：１事業者　　200千円＋１室2千円　上限額　500千円
※ホテル・旅館・民宿等に分類されるもの。部屋数は保健所に
届出ている部屋数とする。
・旅行代理店　　：１事業者　200千円
・観光バス会社　：１事業者　200千円+1台20千円　上限額　400
千円
・タクシー会社　：１事業者　200千円+1台10千円　上限額　400
千円
・離島航路事業者（国等の補助金を受けている定期航路事業者
を除く）：１事業者　200千円
・その他の観光関連事業者：１事業者　200千円
※複数事業を営んでいる者は500千円を上限とする。
②事業者へ支給する補助金及び事務費。

－ － － － R4.7 R5.3

観光関連事業者からの補助申請
件数
・宿泊業　40社
・旅行代理店　7社
・観光バス会社　7社
・タクシー会社　18社
・離島航路事業者　5社
・その他　7社

市報
ホームページ
新聞広告

R4補正（地）

18 R4 単 ○
道路運送事
業者等支援
金

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 85,285 135 135 85,150 

①新型コロナウイルスの感染状況等に起因する燃料の高騰に
よる経費の増加を価格に転嫁することが困難な状況にあると認
められる道路運送事業者等の事業継続を支援するため、市内
で道路運送事業等を営む事業者に対し、支援金を支給する。
◆支給区分
Ⅰトラック運送等（貨物自動車運送事業）：21台以上1,000千円、
11～20台700千円、10台以下400千円（ただし貨物軽自動車運
送業のみを営む場合は21台以上300千円、11～20台200千円、
10台以下100千円）
Ⅱ貸切バス等（一般貸切旅客自動車運送事業）：21台以上300
千円、11～20台200千円、10台以下100千円
Ⅲタクシー・介護タクシー等（一般乗用旅客自動車運送事業）：
21台以上150千円、11～20台100千円、10台以下50千円
Ⅳ自動車運転代行業：11台以上100千円、10台以下50千円
Ⅴ海上タクシー、観光船等（一般旅客定期航路事業、人の運送
をする不定期航路事業）：2隻以上100千円、1隻50千円
②事業者へ支給する支援金及び事務費。
③
支給額：85,150千円
（Ⅰ80,000千円＋Ⅱ1,500千円＋Ⅲ1,950千円＋Ⅳ1,400千円＋
Ⅴ300千円）
通信運搬費：15千円（@84円×173件）
手数料：20千円（@110円×173件）
消耗品費：100千円
合計：85,285千円

－ － － － R4.7 R4.9  173事業者  HP及び広報紙等 R4補正（地）

19 R4 単 ○ 信用保証料
補助事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 25,000 25,000 25,000 

①新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰に伴い疲
弊している事業者の負担を軽減するため、令和4年4月1日から
令和5年1月31日までの間に、石巻市中小企業融資制度を活用
し金融機関から融資を受けた事業者に対し、事業者が信用保
証協会に支払う信用保証料相当額を補助する。
※通常の融資制度では信用保証料全体の1/2を市から信用保
証協会に補給しており、残りの1/2を信用保証協会に事業者が
支払っていることから、事業者の支払うべき信用保証料相当額
を事業者に直接補助する。
②事業者へ支給する補助金及び事務費。
③
補助金：9,360千円（＠130千円×72件）
通信運搬費：7千円（@84円×72件）
手数料：8千円（@110円×72件）
消耗品費：100千円
合計：9,475千円
⇒実績に基づき増額：25,000千円
④事業者

－ － － － R4.7 R5.3  72事業者  HP及び広報紙等 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経
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国のR4予算
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国のR4予算
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国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額
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（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

20 R3 単 －
石巻市販路
開拓支援補
助金

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 15,115 15,115 15,115 

①新型コロナウイルスの影響で従来の販路を失った市内事業
者が実施するECサイト等構築事業に対し、補助金を交付する。
◆対象経費：市内に事業所を有する中小事業者等で、商品をイ
ンターネット上で販売するためにECサイト等（ECモール含む）の
開設に要した経費。
・自社ECサイトの構築経費（ページ製作費・掲載画像等コンテン
ツ製作費など）
・ECモールへの出店費用（初期費用・掲載画像等コンテンツ製
作費・システム利用料など）
※パソコンやカメラ等、他の用途がEC事業に限らない物品に係
る経費は交付対象外。
〇上限500千円、補助率1/2
※１事業者につき、申請回数は１回まで
②事業者へ支給する補助金及び事務費。
③
補助金：15,000千円（想定件数50件　×　平均＠300千円）
通信運搬費：9千円（@84円×100件）※決定通知・確定通知送
付用
手数料：6千円（@110円×50件）
消耗品費：100千円
合計：15,115千円
④事業者

－ － － － R4.7 R5.3  50事業者  HP及び広報紙等 R4補正（地）

21 R4 単 ○
地域商品券
事業①

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 306,500 306,500 306,500 

①新型コロナウイルス感染症の影響により停滞する地域経済を
活性化するために市民の消費喚起を促すとともに、物価高騰に
直面する生活者への支援として、5割増しのプレミアム付き商品
券を発行する。
各世帯へはがきで通知を送付し、郵便局窓口で購入。
額面15,000円の商品券（1冊＝1,000円×15枚）を10,000円で販
売
発行枚数：900,000枚（60,000冊）　総額：900,000千円（プレミアム
分300,000千円）
②プレミアム分の費用及び委託料等。
③
プレミアム分：60,000冊×＠5,000円＝300,000千円
通信運搬費：3,500千円
委託料：33,000千円
合計：336,500

－ － － － R4.7 R5.3  販売数60,000冊  HP及び広報紙等 R4補正（地）

22 R4 単 ○
ウクライナ
避難民生活
支援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 17,753 17,753 17,753 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化し、ウクライ
ナ情勢等の影響により物価が高騰する中、ロシアによる軍事侵
攻によりウクライナから石巻市へ避難した方々が直ちに就職し
自ら生計を立てることは困難であることから、日本で生活するた
めに必要な支援を行う。
②すでに避難してきている3名の生活費等に加え、今後想定さ
れる避難者への生活費等を支給。
③
〇避難者3名対応分
生活費：918,396円
医療費：88,595円
　小計：1,006,991円
〇避難予定者分（令和4年7月から令和5年3月まで）
単身者10名×9か月分
生活費：（月額68,430円×9か月+冬季加算7,460円×5か月）×
10名+初期費用199,380円×（10名-既避難民3名）＝7,927,360円
住宅費：138,000円×10名＝1,380,000円
医療費：79,680円×9か月×10名＝7,171,200円
　小計：16,746,000円
合計：17,753千円
④ウクライナ避難民

－ － ○ － R4.4 R5.3
石巻市に避難されている方々で
健康で安心安全な生活を送って
いる割合　100％

当市ＨＰにおいて、ウクライナから
の避難民に対する支援状況をお
知らせ

R4補正（地）

23 R3 単 －
国民健康保
険税の減免
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 11,528 6,917 6,917 4,611 

①新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保
険者の経済的負担の軽減を図るため、国民健康保険税を減免
する。
②国民健康保険税の減免に要する経費（一般会計から特別会
計に対する繰出金）。
③
◆対象
　（1）新型コロナウィルス感染症により、主たる生計維持者が死
亡し又は重篤な傷病を負った世帯
　　→保険税の全額を減免
　（2）新型コロナウィルス感染症の影響により、主たる生計維持
者の事業収入等が前年に比べ10分の3以上減少することが見
込まれる世帯
　　→対象保険税額の全部～１０分の２を減免
　　※　事業等の廃止や失業の場合には、前年中の合計所得金
額にかかわらず、減免対象保険税額の全部を免除する。
減免額11,528千円（令和3年度実績による見込み）-4,611千円
（国の特別調整交付金：4/10）＝6,917千円
④国民健康保険被保険者

－ － － － R4.4 R5.3 75世帯 ホームページ及び市報 R4補正（地）

24 R3 単 － 介護保険料
の減免事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 1,825 1,095 1,095 730 

①新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した被保
険者の経済的負担の軽減を図るため、介護保険料を減免す
る。
②介護保険料の減免に要する経費（一般会計から特別会計に
対する繰出金）。
③
◆対象
　（1）新型コロナウイルス感染症により、同一世帯の主たる生計
維持者が死亡し又は重篤な傷病を負った65 歳以上の被保険者
　　→保険料の全額を減免
　（2）②新型コロナウイルス感染症の影響により、令和4年中の
同一世帯の主たる生計維持者の事業収入等（給与収入、事業
収入、農業収入、不動産収入及び山林収入）の減少が見込ま
れ、次の要件の全てに該当する65 歳以上の被保険者
ア：主たる生計維持者の事業収入や給与収入など、収入の種類
ごとに見た収入のいずれかが、前年に比べて10分の3以上減少
する見込みであること 。
イ：主たる生計維持者の収入減少が見込まれる所得の種類以
外の前年の所得の合計額が400万円以下であること 。
　　→対象保険料の全部～10分の8を減免
減免額1,825千円（令和3年度実績による見込み）-730千円（国
の特別調整交付金：4/10）＝1,095千円
④介護保険被保険者

－ － － － R4.4 R5.3 40人
ホームページ、市報、納入通知書
へのチラシ同封

R4補正（地）

25 R4 単 ○
保育施設等
食材料費高
騰対策事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

19,000 19,000 19,000 

①長期化する新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、ウクラ
イナ情勢等により食材料費が高騰する中、利用者等の負担を
増やすことなく、栄養バランスや量を保った食事を提供する。
②私立保育施設へ支給する補助金並びに公立保育施設の賄
材料費。
③
◆公立保育施設分
歳出予算補正額：令和4年4月～11月の１食あたり単価上昇（保
育所9.5％、こども園9.9％）分
保育所；R4実績見込額94,365,775円×9.5％/109.5%≒8,190千
円　こども園8,761,167円×9.9％/109.9％≒792千円　　合計；
8,982千円
◆私立保育施設分
補助額：R4実績見込額×9.5％/109.5％（公立保育所の単価上
昇率を採用）
※ただし、公立保育所の１人あたり賄材料費上昇額約7,200円
（8,190千円/1,140人）を補助上限とする
合計：10,018千円（各施設の積み上げ）
合計：19,000千円
④園児及び保護者

－ － － － R4.10 R5.4以降
公立保育施設：利用者負担の維
持
私立保育施設：40施設

ホームページ
支給を令和5年4月以
降に行うため。

R4補正（地）

26 R4 単 ○
保育施設等
光熱水費高
騰対策事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業に
対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

13,451 13,451 13,451 

①長期化する新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、ウクラ
イナ情勢等により光熱水費が高騰する中、私立保育施設等に
対する光熱水費の補助を行うことで、民間事業者の負担軽減を
図る。
②事業者へ支給する補助金。
③
◆光熱水費補助額：（R4光熱水費／R4月平均利用者数－R3光
熱水費／R3月平均利用者数）×R4月平均利用者数　※補助上
限なし
公立施設における光熱水費の実績を基に、利用者1人当たり年
間上昇額を7,500円と想定。
私立認可保育所：7,500円×1,030人（定員）＝7,725千円
私立認定こども園：7,500円×265人（定員）＝1,988千円
小規模保育事業所：7,500円×145人（定員）＝1,088千円
認可外保育所：7,500円×200人（定員）＝1,500千円（⇒県の補
助金考慮し500千円とする）
公立保育所（民営）：7,500円×60人（定員）＝450千円
小計：11,511千円
◆燃料費補助額：（R4燃料費／R4月平均利用者数－R3燃料費
／R3月平均利用者数）×R4月平均利用者数
公立施設における燃料費の実績を基に、利用者1人当たり年間
上昇額を1,000円と想定。
1,000円×1,700人（上記施設の定員合計）＝1,700千円
合計：13,211千円
※ただし、R3と比べてR4の利用者数が増えている施設は、実際

－ － － － R4.10 R5.4以降 40施設 ホームページ
支給を令和5年4月以
降に行うため。

R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

27 R4 単 ○
配合飼料高
騰対策支援
事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 26,667 6,667 6,667 20,000 

①長期化する新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、ウクラ
イナ情勢等により配合飼料価格が高騰し、畜産経営に大きな影
響を及ぼしていることから、経営の継続と安定を図るため、市内
畜産事業者の配合飼料購入費の一部を補助する。
②事業者へ支給する補助金及び事務費。
③◆支給額
購入配合飼料１トン当たり２千円　※ただし、１経営体（複数農
場を含む）上限額2,000千円とする。
2,000千円以内（７３経営体）：20トン（１日当配合飼料給餌量）×
365日×2千円＝14,600千円
2,000千円上限（６経営体）：上限のため12,000千円
事務費（手数料、通信運搬費）：67千円
合計：26,667千円
④事業者

－ － － － R4.10 R5.2 ７９経営体 ホームページ R4補正（地）

28 R3 単 － 納付環境整
備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,550 4,550 4,550 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、スマート
フォンアプリを活用した納付環境を整えることにより、銀行等で
の対面手続によって生じる接触機会の低減を図る。
②システム改修に係る委託料。
③財務会計システム改修業務委託料：600千円
総合収納システム改修業務委託料：3,400千円
石巻市子ども・子育て支援システム改修業務委託料：550千円
合計：4,550千円
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.3 3システム改修 ホームページ、チラシ R4補正（地）

29 R3 単 －
小学校衛生
環境対策事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 17,739 17,739 17,739 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、校舎等
のトイレの衛生器具を和式から洋式へ改修することで、衛生環
境の改善を図る。
②和式トイレの洋式化に係る修繕料。
③工事費用：17,739千円
※洋式便器数　現在：12基→工事後：25基
④地方公共団体（開北小学校）

－ － － － R4.10 R5.3 洋式化率40％以上 ホームページ R4補正（地）

30 R3 単 －
中学校衛生
環境対策事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 15,000 15,000 15,000 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、校舎等
のトイレの衛生器具を和式から洋式へ改修することで、衛生環
境の改善を図る。
②和式トイレの洋式化に係る修繕料。
③工事費用：15,000千円
※洋式便器数　現在：9基→工事後：16基
④地方公共団体（住吉中学校）

－ － － － R4.10 R5.3 洋式化率40％以上 ホームページ R4補正（地）

31 R3 単 －
市営駐車場
キャッシュレ
ス化事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 12,170 12,170 12,170 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、市
営駐車場における感染予防及び利便向上のため、非接触型電
子決済サービス対応の精算機を設置する。
対応支払方法：対応支払方法：クレジットカード、電子マネー（交
通系Suica、楽天Edy、WAON、nanaco、iD、QUICPay）
②精算機の導入に係る費用。
③石巻市庁舎駐車場：8,470千円
石巻市かわまち立体駐車場：2,200千円
石巻市立病院立体駐車場：1,500千円
④地方公共団体（石巻市庁舎駐車場、石巻市かわまち立体駐
車場、石巻市立病院立体駐車場）

－ － － － R4.12 R5.3 キャッシュレス化：3施設 ホームページ R4補正（地）

32 R3 単 －

石巻健康セ
ンター男女
更衣室ロッ
カー更新事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,271 4,271 4,271 

①新型コロナウイルス感染症に終息の兆しが見えないことか
ら、多くの市民が利用する石巻健康センター（あいプラザ）にお
ける感染拡大防止を目的として、不特定多数が共用する男女更
衣室のロッカーを抗菌・抗ウイルス効果のあるロッカーへと更新
する。
②ロッカー購入に係る費用及び、既設ロッカーの処分費用。
③購入費用：ロッカー（６人用）＠130千円×27台＝3,510千円
　　　　　　 配送・設置費332千円
　　　　　 　小計3,842千円×1.10＝4,226千円
処分費用：50ｋｇ（ロッカー1台当）×27台×15円（1ｋｇ当鉄屑処
分単価）＝20,250円
　　　　　 　搬出車両（４ｔ車）＠10,000円×2台＝20千円
　　　　　 　小計40,250×1.10＝44,275円≒45千円
合計4,271千円
④地方公共団体（石巻健康センター）

－ － － － R5.1 R5.3 27台 ホームページ R4補正（地）

33 R3 単 ○

医療機関に
対する物価
高騰対策支
援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 46,035 46,035 46,035 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、物
価高騰等の影響により、光熱水費及び食材費等に対する費用
負担が増加している市内の医療機関に対し負担軽減を図るた
め、支援金を給付する。
②医療機関へ支給する支援金。
③◆支給金額：以下の区分で支援金を支給する。
Ⅰ　病院　　　　　　　　　　：　１５千円／床
Ⅱ　診療所（有床）　　　　：３００千円
Ⅲ　診療所（無床）　　　　：１００千円
Ⅳ　訪問看護、助産所　 ：　５０千円
Ⅴ　薬局　　　　　　　　　　：　５０千円
支援金：Ⅰ 25,335千円（15千円×1,689床（8施設））
　　　　 +Ⅱ   1,200千円（300千円×4施設）
         +Ⅲ 15,100千円（100千円×151施設）
         +Ⅳ     650千円（50千円×13施設）
         +Ⅴ   3,750千円（50千円×75施設）     ＝46,035千円
④医療機関

－ － － － R5.1 R5.3 251施設 ホームページ R4補正（地）

34 R3 単 －
ささえあいセ
ンター感染
症対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 606 606 606 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、ささ
えあいセンターにおける感染予防及び利便向上のため、１階エ
ントランス及び２階ロビーに顔認証サーマルカメラと連動させた
手指消毒ディスペンサースタンドを設置する。
②サーマルカメラ等購入費用。
③サーマルカメラ：230,300円×2台＝460,600円
運用ソフト一式：89,700円
合計：550,300×1.1＝605,330≒606千円
④地方公共団体

－ － － － R5.1 R5.3 2台 ホームページ R4補正（地）

35 R4 単 ○

高圧電力利
用事業者電
気料金支援
金①

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業に
対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

227,105 227,105 227,105 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、ウク
ライナ情勢等の影響により電気料金が高騰していることから、市
内中小事業者の経営に及ぼす影響を緩和するため、小売電気
事業者との間で高圧又は特別高圧の電力契約による電力供給
を受けている市内中小事業者に対し、支援金を交付する。
②事業者へ支給する支援金及び事務費。
③◆支給金額：令和4年４月分から１２月分の任意の1か月の使
用電力量に基づき、以下の区分で支援金を支給する。（市内に
複数の店舗・事務所等を有している場合は使用電力量を合算）
Ⅰ　1ｋｗｈ以上2万ｋｗｈ未満：200千円
Ⅱ　2万ｋｗｈ以上4万ｋｗｈ未満：450千円
Ⅲ　4万ｋｗｈ以上6万ｋｗｈ未満：700千円
Ⅳ　6万ｋｗｈ以上：1,000千円
支援金：Ⅱ450千円×571件+Ⅳ1,000千円×220件＝476,950千
円
通信運搬費：84円×791件≒67千円
振込手数料：110円×791件≒88千円　　合計：477,105千円
④事業者（中小企業）

－ － － － R4.12 R5.4以降 791件 ホームページ、市報、新聞広告
支給を令和5年4月以
降に行うため。

R4補正（地）

36 R4 単 ○
指定管理施
設電気料金
支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 10,446 10,446 10,446 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、ウク
ライナ情勢等の影響により電気料金が高騰していることから、指
定管理施設の経営に及ぼす影響を緩和するため、小売電気事
業者との間で高圧又は特別高圧の電力契約による電力供給を
受けている施設の指定管理事業者に対し、支援金を交付する。
②指定管理事業者へ支給する支援金及び事務費。
③◆支給金額：令和4年4月分から１２月分の任意の1か月の使
用電力量に基づき、以下の区分で支援金を支給する。（市内に
複数の対象施設を管理している場合は使用電力量を合算）
Ⅰ　1ｋｗｈ以上2万ｋｗｈ未満：200千円
Ⅱ　2万ｋｗｈ以上4万ｋｗｈ未満：450千円
Ⅲ　4万ｋｗｈ以上6万ｋｗｈ未満：700千円
Ⅳ　6万ｋｗｈ以上：1,000千円
支援金：Ⅰ200千円×10件+Ⅱ450千円×6件+Ⅲ700千円×1件+
Ⅳ1,000千円×5件＝10,050千円
通信運搬費：23千円
振込手数料：23千円
合計：10,096千円
④指定管理者

－ ○ － － R4.12 R5.3 22件 ホームページ R4補正（地）

37 R3 単 －

保育所等業
務効率化推
進事業（私
立認可保育
所等分）

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 5,677 5,677 5,677 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、保
育士が本来業務である保育に注力できる環境を整える必要が
あることから、保育所等のICT化を推進するため補助金を支給
する。
②事業者へ支給する補助金。
③（研修のオンライン化）
公立施設での補助上限額である2,000千円を私立施設でも補助
上限とする。
　※施設あたりの補助上限1,400円/定員1人
（業務のICT化等を行うためのシステム導入）
総事業費のうち4分の1は事業者負担分となっているが、この事
業者負担分についても市が負担するもの。
14,706千円×25％＝3,677千円
④保育事業者

－ － － － R4.10 R5.3 40施設 ホームページ R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

38 R3 補 －
地域女性活
躍推進交付
金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 767 384 384 383 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響も含めて女性の社会参画
が進んでいない現状から、ワーク・ライフ・バランスの普及啓発
を図り、市内において女性活躍のロールモデルとなりうる人材
の育成に取り組み、活躍する女性を増やすことで職場や家庭、
地域における女性活躍に対する意識の醸成を図る。
事業の実施にあたっては石巻市女性活躍推進会議に事業内容
や対象選定について意見を聞き、反映させることによって、より
効果的な施策の展開を行う。
②啓発事業の開催費及び会議の開催
③女性活躍推進セミナー：36,750円（講師謝礼金）、8100円（報
償金）
女性人材育成セミナー：596,970円（委託料）
女性活躍推進会議：120,000円（報償費）、5,550円（費用弁償）
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
事業参加延べ人数：200名
女性活躍推進に関する意識が向
上した割合：80％

ホームページ
新聞
フェイスブック

R3補正（国）

39 R3 補 －
地域少子化
対策重点推
進交付金

内閣府 通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 47,447 16,224 16,224 31,223 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で出生数
が低下していることから、中学生を対象とした親になるための教
育や職場の管理職等へ向けたワークライフバランス実現のため
の研修を行うとともに、結婚に伴う新生活スタートに係る支援を
行うことで少子化対策の強化を図る。
②啓発事業の開催費及び新生活支援金。
③ライフデザインセミナー事業：2,216千円
イクボス研修事業：231千円
結婚新生活支援事業：45,000千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3

【ライフデザインセミナー】参加目
標人数：1000名
人生設計（ライフプラン）について
考えるきっかけとなった参加者の
割合：80％
【子育てしやすい職場環境整備推
進事業】参加目標人数：30名
受講後に新たに家事・育児で取り
組む項目があると答えた参加者
の割合：80％
【結婚新生活支援事業】支給世帯
実績／支給見込世帯数の割合：
100％
結婚新生活支援事業に関するア
ンケートにおける「本事業の認知
度」：40％
結婚新生活支援事業に関するア
ンケートにおける「地域に応援さ
れていると感じた世帯の割合」：

ホームページ
新聞
フェイスブック

R3補正（国）

40 R3 補 －
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供

体制の強化
○ － 8,390 334 334 4,194 3,862 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で風しん
の感染が広がっていることから、特に抗体保有率が低い昭和37
年4月2日から昭和54年4月1日までの間に生まれた男性に対し
風しん免疫の有無を調べる検査を行うことで、効果的な予防接
種につなげるもの。
②風しん抗体検査の実施に係る経費。
③抗体検査委託料・国保連事務手数料1,174件：6,879千円
検査クーポン・再勧奨発送費：1,511千円
合計：8,390千円（うち令和３年度補正予算分：668千円）
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3
1,174件
（R4.4現在未受検者11,742人×受
験率10％）

ホームページ
対象者へ個別通知（クーポン券送
付）

R3補正（国）

41 R4 補 ○
妊娠出産子
育て支援交
付金

厚生労働省 重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

98,165 16,362 16,362 81,803 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し出生率が低下
する中、物価高騰に直面している妊婦や低年齢期の子育て家
庭を支援するため、妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対
し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの
利用負担軽減を図る経済的支援（計１０万円相当）を行う。
②経済的支援に係る経費。
③扶助費：97,500千円
事務費：665千円
合計：98,165千円（うち市負担額：16,362千円）
④妊娠届出及び出生届出を行った妊婦等

－ － － － R5.3 R5.4以降

基準日以降事業開始前に妊娠届
を提出した妊婦　450人
基準日以降事業開始前に出産し
た子どもを養育している者　750人

ホームページ
予算成立後、年度内
に事業を完了すること
が困難なため。

R4補正（国）

42 R3 補 ○ 介護保険事
業費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-１．医療提供

体制の強化
○ － 4,312 1,438 1,438 2,874 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、行政の
デジタル化を推進する必要が高まっており、マイナンバーを利
用して情報連携するためのデータ標準レイアウトの改版が行わ
れたため、介護保険システムにおいて必要なシステム改修を行
う。
②システム改修費。
③システム改修費：4,312千円
④地方公共団体

－ － － － R4.6 R4.9 1システム ホームページ R3補正（国）

43 R3 補 ○
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 8,450 2,816 2,816 2,817 2,817 

（放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業を除く）
①放課後児童クラブ等における新型コロナウイルス感染症の感
染防止を図るために必要な衛生用品を購入するとともに、民間
施設に対して購入支援のための補助金を交付する。
②感染対策に係る消耗品及び補助金。
③放課後児童健全育成事業：8,450千円
④地方公共団体

－ － － － R4.7 R5.3
放課後児童クラブ（５１箇所）と民
間放課後児童クラブ（２箇所）合計
５３箇所に購入

ホームページ R3補正（国）

44 R3 補 ○
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 22,330 7,444 7,444 7,443 7,443 

（放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業に限る）
①新型コロナウイルス感染症への感染対策を行う必要が生じた
ことで職員の業務量が増加している中、放課後児童クラブにお
けるＩＣＴ化を推進することにより、職員が本来業務に注力できる
環境を整えることで、保育の質の確保及び向上が図られるほ
か、保護者の利便性の向上及び負担軽減を図る。
②業務のICT化等を行うためのシステム導入経費。
③光回線工事：1,492千円
備品購入費：10,498千円
管理ソフト構築：10,340千円
④地方公共団体

－ － － － R4.10 R5.3 放課後児童クラブ５１箇所を整備 ホームページ R3補正（国）

45 R3 補 ○
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 25,443 9,000 9,000 9,000 7,443 

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①保育所等における新型コロナウイルス感染症の感染防止を
図るために必要な衛生用品を購入するとともに、私立保育施設
に対して購入支援のための補助金を交付する。
②感染対策に係る消耗品及び補助金。
③公立保育施設：7,200千円
私立保育施設：10,800千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3 49施設 ホームページ R3補正（国）

46 R3 補 ○
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 38,747 15,700 15,700 19,370 3,677 

（保育所等におけるICT化推進等事業）
①新型コロナウイルス感染症への感染対策を行う必要が生じた
ことで保育士の業務量が増加している中、保育所等におけるＩＣ
Ｔ化を推進することにより、保育士が本来業務である保育に注
力できる環境を整えることで、保育の質の確保及び向上が図ら
れるほか、保護者の利便性の向上及び負担軽減を図る。
②業務のICT化等を行うためのシステム導入経費及び補助金。
③公立保育施設：24,041千円
私立保育施設：14,706千円（うち事業者負担3,677千円）
④地方公共団体

－ － － － R4.9 R5.3 37施設 ホームページ R3補正（国）

47 R3 補 ○
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 31,239 10,415 10,415 10,412 10,412 

（保育所等における感染症対策のための改修整備等事業）
①新型コロナウイルス感染症等の感染症対策のため、トイレ・調
理場の乾式化や非接触型の蛇口の設置などの改修等を行う 。
②設備改修費及び補助金。
③公立保育施設：24,548千円
私立保育施設：6,691千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.2 31施設 ホームページ R3補正（国）

48 R3 補 ○
地方消費者
行政強化交
付金

内閣府 通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 373 187 187 186 - 

①感染症に関連した悪質な便乗商法への対策や、コロナ禍でイ
ンターネットに触れる時間が増大したことによるトラブルへの対
策を強化するため、消費者への普及啓発を図る。
②講師謝礼金及び事務費。
③消費者教育講演会：報償費 28千円 × 11回 ＝ 308千円 、事
務費 65千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3 11回開催 ホームページ R3補正（国）

49 R3 補 ○
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部科学省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 36,758 18,379 18,379 18,379 - 

①新型コロナウイルス感染症への感染防止対策及び感染症対
策に係る学習保障を目的として、施設の規模に応じて感染症対
策の徹底を図るために必要とする物品等の購入する。
②感染対策に係る消耗品等及び学習教材（タブレットドリル）。
③小学校33校、中学校18校、高等学校1校。
感染症対策消耗品（消毒剤、ハンドソープ等）：4,600千円
感染症対策に係る学習保障関係諸経費：32,158千円
合計：36,758千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3 小学校33校、中学校18校、桜坂
高等学校1校

ホームページ R3補正（国）

50 R3 単 －

高圧電力利
用事業者電
気料金支援
金②

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 150,000 150,000 150,000 - 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、ウク
ライナ情勢等の影響により電気料金が高騰していることから、市
内中小事業者の経営に及ぼす影響を緩和するため、小売電気
事業者との間で高圧又は特別高圧の電力契約による電力供給
を受けている市内中小事業者に対し、支援金を交付する。
②事業者へ支給する支援金及び事務費。
③◆支給金額：令和4年４月分から１２月分の任意の1か月の使
用電力量に基づき、以下の区分で支援金を支給する。（市内に
複数の店舗・事務所等を有している場合は使用電力量を合算）
Ⅰ　1ｋｗｈ以上2万ｋｗｈ未満：200千円
Ⅱ　2万ｋｗｈ以上4万ｋｗｈ未満：450千円
Ⅲ　4万ｋｗｈ以上6万ｋｗｈ未満：700千円
Ⅳ　6万ｋｗｈ以上：1,000千円
支援金：Ⅱ450千円×571件+Ⅳ1,000千円×220件＝476,950千
円
通信運搬費：84円×791件≒67千円
振込手数料：110円×791件≒88千円　　合計：477,105千円
④事業者（中小企業）

－ － － － R4.12 R5.3 791件 ホームページ、市報、新聞広告 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

51 R4 単 ○

高圧電力利
用事業者電
気料金支援
金③

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 100,000 100,000 100,000 - 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が長期化する中、ウク
ライナ情勢等の影響により電気料金が高騰していることから、市
内中小事業者の経営に及ぼす影響を緩和するため、小売電気
事業者との間で高圧又は特別高圧の電力契約による電力供給
を受けている市内中小事業者に対し、支援金を交付する。
②事業者へ支給する支援金及び事務費。
③◆支給金額：令和4年４月分から１２月分の任意の1か月の使
用電力量に基づき、以下の区分で支援金を支給する。（市内に
複数の店舗・事務所等を有している場合は使用電力量を合算）
Ⅰ　1ｋｗｈ以上2万ｋｗｈ未満：200千円
Ⅱ　2万ｋｗｈ以上4万ｋｗｈ未満：450千円
Ⅲ　4万ｋｗｈ以上6万ｋｗｈ未満：700千円
Ⅳ　6万ｋｗｈ以上：1,000千円
支援金：Ⅱ450千円×571件+Ⅳ1,000千円×220件＝476,950千
円
通信運搬費：84円×791件≒67千円
振込手数料：110円×791件≒88千円　　合計：477,105千円
④事業者（中小企業）

－ － － － R4.12 R5.3 791件 ホームページ、市報、新聞広告 R4補正（地）

52 R4 単 ○

妊娠出産子
育て支援交
付金に係る
システム構
築事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

5,500 3,500 3,500 2,000 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し出生率が低下
する中、物価高騰に直面している妊婦や低年齢期の子育て家
庭を支援するため、妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対
し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの
利用負担軽減を図る経済的支援（計１０万円相当）を行う妊娠
出産子育て支援交付金事業を実施するに当たり、迅速かつ確
実な支給を行うために必要なシステム構築を行う。
②システム構築に係る経費。（支給事業に係る事務経費）
③システム構築費：5,500千円
（国庫補助：2,000千円+対象者100人当たり44千円）
④妊娠届出及び出生届出を行った妊婦等

－ － － － R5.3 R5.4以降 1システム ホームページ
出産・子育て応援交付
金（厚生省）

予算成立後、年度内
に事業を完了すること
が困難なため。

R4補正（地）

53 R3 単 ○ 地域商品券
事業②

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 30,000 30,000 30,000 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により停滞する地域経済を
活性化するために市民の消費喚起を促すとともに、物価高騰に
直面する生活者への支援として、5割増しのプレミアム付き商品
券を発行する。
各世帯へはがきで通知を送付し、郵便局窓口で購入。
額面15,000円の商品券（1冊＝1,000円×15枚）を10,000円で販
売
発行枚数：900,000枚（60,000冊）　総額：900,000千円（プレミアム
分300,000千円）
②プレミアム分の費用及び委託料等。
③
プレミアム分：60,000冊×＠5,000円＝300,000千円
通信運搬費：3,500千円
委託料：33,000千円
合計：336,500

－ － － － R4.7 R5.3  販売数60,000冊  HP及び広報紙等 R4補正（地）

54 R4 単 ○
イベント開催
支援事業
（第2弾）

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

15,053 15,053 15,053 - 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響に伴い外出、行動、経済
活動の自粛が続いている状況から、徐々に規制が緩和されて
いる状況ではあるが、事業者は物価高騰によりイベント開催事
業費を捻出するのが難しい状況にあることから、市内事業者等
が実施するイベントの開催経費を補助することで、イベントの開
催による賑わいの創出、交流人口の拡大を促進し地域経済を
立て直し事業の継続を支援する。
上限500千円/１事業（補助率2/3）
②市内事業者が連携して実施する観光物産イベント事業に係る
以下の経費に支給する補助金及び事務費。
・事業実施に必要なスタッフの賃金等（実施事業者等の恒常的
な職員に係るものを除く。）
・謝金　・旅費　・消耗品費　・印刷製本費　・燃料費　・通信運搬
費　・広告料　・保険料　・使用料及び賃貸料　・委託料など
③
補助金：500千円×30事業　　=　15,000千円
事務費・通信運搬費：3千円（＠84円×30件）、
　　　　・手数料：4千円（＠110円×30件）、
　　　　・事務用消耗品：50千円　　　　　合計：15,053千円
④事業者

－ － － － R5.3 R5.4以降 30事業
市報
ホームページ
新聞広告

予算成立後、年度内
に事業を完了すること
が困難なため。

R4補正（地）

55 R4 単 ○
地域商品券
事業（第2
弾）

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

③消費下支え
等を通じた生

活者支援
339,000 339,000 339,000 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により停滞する地域経済を
活性化するために市民の消費喚起を促すとともに、物価高騰に
直面する生活者への支援として、10割増しのプレミアム付き商
品券を発行する。
各世帯へはがきで通知を送付し、郵便局窓口で購入。
額面10,000円の商品券を5,000円で販売
発行冊数：60,000冊　総額：600,000千円（プレミアム分300,000千
円）
②プレミアム分の費用及び委託料等。
③
プレミアム分：60,000冊×＠5,000円＝300,000千円
通信運搬費：4,000千円
委託料：35,000千円
④市民

－ － － － R5.3 R5.4以降 60,000冊  HP及び広報紙等
予算成立後、年度内
に事業を完了すること
が困難なため。

R4補正（地）


